
事 企 法 ― １ ６

令和元年５月１７日

人 事 院 事 務 総 長

元号を改める政令の施行に伴う関係人事院事務総長通知の一部改正

について（通知）

元号を改める政令（平成３１年政令第１４３号）の施行に伴い、下記に掲げる

人事院事務総長通知の一部をそれぞれ次のとおり改正したので、令和元年５月１

７日以降は、これによってください。

記

１ 職員の公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会

への派遣の運用について（平成２７年６月２４日人企―８１２）

別紙中「平成 年度」を「令和 年度」に、「平成27年」を「平成29年」に

、「平成29年」を「令和元年」に改める。

２ 職員の公益財団法人ラグビーワールドカップ二千十九組織委員会への派遣の

運用について（平成２７年６月２４日人企―８１３）

別紙中「平成 年度」を「令和 年度」に、「平成27年」を「平成29年」に

、「平成29年」を「令和元年」に改める。

３ 職員の公益社団法人福島相双復興推進機構への派遣の運用について（平成２

９年５月１９日人企―４９６）



別紙中「平成 年度」を「令和 年度」に、「平成31年」を「令和元年」に

改める。

４ 給実甲第１５１号（通勤手当の運用について）

別紙第１中「人事院様式第２５９号」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第２中「平成」を「令和」に改める。

５ 給実甲第１８０号（初任給調整手当の運用について）

別紙中「昭和・平成」を「昭和・平成・令和」に改める。

６ 給実甲第４３４号（住居手当の運用について）

別紙第１中「人事院様式 第２７０号」を削り、「平成」を「令和」に改め

る。

別紙第２中「平成」を「令和」に改める。

７ 給実甲第６６０号（単身赴任手当の運用について）

別紙第１の１号紙の表面中「人事院様式第２７４号」を削り、「平成」を「

令和」に改める。

別紙第２中「平成」を「令和」に改める。

８ 人事院規則１４―１８（研究職員の研究成果活用企業の役員等との兼業）の

運用について（平成１２年４月１９日職職―１０４）

別紙第１中「人事院様式第５１５号」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第２中「人事院様式第５１６号」を削り、「平成」を「令和」に改める。

９ 人事院規則１４―１９（研究職員の株式会社の監査役との兼業）の運用につ

いて（平成１２年４月１９日職職―１０５）

別紙第１中「人事院様式第５１７号」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第２中「人事院様式第５１８号」を削り、「平成」を「令和」に改める。

１０ 人事院規則１４―２１（株式所有により営利企業の経営に参加し得る地位

にある職員の報告等）の運用について（平成１２年１２月２８日職職―４６５

）



別紙中「人事院様式第５２２号」を削り、「平成」を「令和」に改める。

１１ 災害補償制度の運用について（昭和４８年１１月１日職厚―９０５ ）

別表第３中「人事院様式４５３」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別表第４中「人事院様式４５４」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別表第５中「人事院様式４５５」を削り、「平成」を「令和」に改める。

１２ 人事院規則１６―４（補償及び福祉事業の実施）の運用について（平成１

４年６月２０日勤補―１８２）

別紙第１中「人事院様式604」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第２中「人事院様式605」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第３中「人事院様式606」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第４中「人事院様式675」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第５中「人事院様式607」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第６中「人事院様式671」を削り、同紙の１号紙中「平成」を「令和」

に改める。

別紙第７中「人事院様式608」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第８中「人事院様式670」を削り、同紙の２号紙中「平成」を「令和」

に改める。

別紙第９中「人事院様式647」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第１０中「人事院様式611」を削り、同紙の第２面中「平成」を「令和」

に改める。

別紙第１１中「人事院様式648」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第１２中「人事院様式609」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第１３中「人事院様式612」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第１４中「人事院様式614」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第１５中「人事院様式615」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第１６中「人事院様式677」を削り、「平成」を「令和」に改める。



別紙第１７中「人事院様式678」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第１８中「人事院様式663」を削り、同紙の１号紙中「平成」を「令和」

に改める。

別紙第１９中「人事院様式664」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第２０中「人事院様式665」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第２１中「人事院様式616」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第２２中「人事院様式617」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第２３中「人事院様式618」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第２４中「人事院様式621」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第２６中「人事院様式620」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第２７中「人事院様式626」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第２８中「人事院様式673」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第３０中「人事院様式662」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第３１中「人事院様式６４１」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第３２中「人事院様式642」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第３４中「人事院様式624」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第３５中「人事院様式659」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第３６中「人事院様式672」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第３７中「人事院様式627」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第３８中「人事院様式653」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第３９中「人事院様式628」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第４０中「人事院様式629」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第４１中「人事院様式630」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第４２中「人事院様式654」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第４３中「人事院様式655」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第４４中「人事院様式656」を削り、「平成」を「令和」に改める。



別紙第４６中「平成」を「令和」に改め、「人事院様式631」を削る。

別紙第４７中「平成」を「令和」に改め、「人事院様式632」を削る。

別紙第４８中「平成」を「令和」に改め、「人事院様式633」を削る。

別紙第４９中「平成」を「令和」に改め、「人事院様式634」を削る。

別紙第５０中「平成」を「令和」に改め、「人事院様式635」を削る。

別紙第５１中「平成」を「令和」に改め、「人事院様式658」を削る。

別紙第５２中「平成」を「令和」に改め、「人事院様式636」を削る。

別紙第５３中「平成」を「令和」に改め、「人事院様式637」を削る。

別紙第５４中「平成」を「令和」に改め、「人事院様式657」を削る。

別紙第５５中「人事院様式638」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第５６中「人事院様式639」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第５７中「人事院様式668」を削り、「平成」を「令和」に改める。

別紙第５８第１の第１項⑶中「平成１４年度」を「令和元年度」に、「No.1

4-10」を「No.１-10」に改め、同紙第１の第２項⑼ア中「平成１４年４月」を

「令和元年８月」に、「１４年２月～１４年３月分」を「元年６月～元年７月

分」に改める。

１３ 国際機関等に派遣される一般職の国家公務員の処遇等に関する法律および

人事院規則１８―０（職員の国際機関等への派遣）の運用について（昭和４５

年１２月２５日任企―８８７）

別紙中「人事院様式１２５」を削り、「平成」を「令和」に改める。

１４ 検察官その他の職員の法科大学院への派遣の運用について（平成１５年１

０月１日人企―８２５）

別紙中「人事院様式１３６」を削り、「平成 年度」を「令和 年度」に、

「平成１６年」を「平成２９年」に、「平成１８年」を「令和元年」に改める。

１５ 次に掲げる人事院事務総長通知の規定中「平成」を「令和」に改める。

一 任用関係の承認申請等の手続について（平成２１年３月１８日人企―５３



７）別紙１から別紙９まで

二 給実甲第６５号（人事院規則９―７（俸給等の支給）の運用について）別

紙

三 給実甲第３５１号（特地勤務手当等の運用について）別紙第１及び別紙第

２

四 給実甲第５５６号（協議様式について）別表

五 給実甲第５７６号（給与簿等の取扱いについて）別表第１及び別表第２

六 給実甲第５８０号（扶養手当の運用について）別紙第１

七 給実甲第１０３３号（広域異動手当の運用について）別紙

八 人事院規則１０―４（職員の保健及び安全保持）の運用について（昭和６

２年１２月２５日職福―６９１）別紙第５及び別紙第８から別紙第１０まで

九 人事院規則１１―４（職員の身分保障）の運用について（昭和５４年１２

月２８日任企―５４８）別紙１から別紙８まで

十 定年制度の運用について（昭和５９年７月２日任企―２１９）別紙

十一 人事院規則１４―８（営利企業の役員等との兼業）の運用について（昭

和３１年８月２３日職職―５９９）別紙第１から別紙第３まで

十二 人事院規則１４―１７（研究職員の技術移転事業者の役員等との兼業）

の運用について（平成１２年３月３１日職職―７０）別紙第１及び別紙第２

十三 職員の勤務時間、休日及び休暇の運用について（平成６年７月２７日職

職―３２８）別紙第２及び別紙第３

十四 任期付研究員の採用、給与及び勤務時間の特例の運用について（平成９

年６月４日任企―１４９）別紙１から別紙６まで

十五 国と民間企業との間の人事交流の運用について（平成２６年５月２９日

人企―６６０）別紙１から別紙３まで

十六 任期付職員の採用及び給与の特例の運用について（平成１２年１１月２

７日任企―５９０）別紙１から別紙４の２まで



以 上


